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事前にご提出いただいた 

「第４次中野市行政改革大綱(案)に対する意見・提言について」 

(前回会議からの意見等含む) 

◆人口の減少 

意見等 

・一つお願いがあるとすれば、いかに労働人口の定着というよりこの地域

に住まう人々が喜んで住める場所、特に若者世代にはどうしても都会ば

かりに目が行きがちではありますが、地方に住む価値観というものを行

政と一緒に考える場面があると嬉しく思います。 

・今後も続く少子高齢化を前提に、コンパクトな中野市を目指して、最終

目標が明示され、分かりやすいものであって欲しいと願います。 

答申 

付帯意見

（案） 

・人口減少、少子高齢化社会であってもこの地域に住まう人々が喜んで  

住める場所、地方に住む価値観を行政と市民が一緒に考え、中野市が目

指す「住みよさで選ばれるまち」への取り組みを検討されたい。 

 

 

◆ＤＸの推進 

意見等 

・ＤＸの推進では、RPA の導入のプロセスをはっきりと全職員が共有化し

事務作業業務半減を目指すことや、今回のワクチン接種、交付金の配布

などで経験した課題などどのように生かすか、可視化すべきではないか

と感じます 

答申 

付帯意見

（案） 

・ＤＸの推進として、ＩＣＴの活用による事務の効率化に向けＲＰＡなど

の技術導入により、働き方が大きく変化することを全ての職員が認識し、

より効果的・効率的な事務作業に取り組まれたい。 
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◆自主財源の確保 

意見等 

・自主財源の確保では、その前提として SNS 時代における中野市の発信力

を強化するために、若い人とりわけ高校生と地域の共働が不可欠と考え

ます。 

答申 

付帯意見

（案） 

・シティプロモーションの情報発信を強力に仕掛けるためにも、将来のま

ちづくりを担う高校生と地域の共働による取り組みを検討されたい。 

 

◆公共施設の最適化 

意見等 

公共施設の最適化 

・少子化による人口減少や高齢化に伴う社会保障費の増加などにより、市

の財政に大きな影響を及ぼすことが想像できる。またコロナ禍以降の社

会の在り方も財政にどう影響してくるか気になるところです。 

・そんな中、持続可能な行財政運営の推進を目指した「公共施設の見直し」

は、有効な取り組みと考えます。しかし公共施設は、地域の拠り所、シ

ンボル的な役割を担っている場合が多くあり、見直しに当たっては地域

の意向を十分確認し、その地域が更に発展するような施策も併せて検討

して頂きたい。 

答申 

付帯意見

（案） 

・公共施設は、地域の拠り所やシンボル的な役割を担っていることもあり、

見直しにあたっては縮減の議論だけではなく、防災・民生・経済・地域

振興など民間企業による利活用も含めた、地域がさらに発展するような

施策の検討もされたい。 

 

◆行政運営全般 

意見等 

・確かに施設の改廃などのハード面については管理しやすいが、ソフト面

について世の中がデジタル化社会に変わりつつある、そのような状況を

踏まえた 8月の答申について、重点的にお書きいただきたい。（前回会議

からの意見） 

・第４次中野市行政改革は、従来の延長戦での改革案とすべきでなくアフ

ターコロナ時代を迎えるにあたって、思い切ったブレークスルー（※本

質的な課題を打ち破る革新的な解決策のこと）の改革であってほしいと

感じる。 

答申 

付帯意見

（案） 

・アフターコロナ時代を迎えるにあたって、デジタル化社会に変わりつつ

ある状況を踏まえた改革となるよう取り組まれたい。 
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◆その他 

意見等 

・アウトソーシングの推進とありますが、指定管理の選定や民間委託が広域化

して、中野市内に会社を構えても、他市町村の会社等に持っていかれてしま

う。結果的に中野市に税金としての収入、雇用者としての収入が入らず、中

野市の業者の育成，養成がなされず、残念に思います。 

・指定管理選定のプレゼンテーションで、新規事業参入の大きい企業が指定管

理等を取ってしまう例も見受けられ、市内の業者が外れ、5年間、当然のご

とく従来やっていた営業から離れなければならない。プレゼンテーションの

内容自体実行されているかどうかも疑問の余地もある。、指定管理について

は、単純に入札感覚で行われることに疑問を持つ。 

・「自助・共助・公助」の言葉があるように、指定管理の選定もこれに倣い、

「地区の業者、中野市の業者、市以外に業者」との考え方があってもいいの

ではないか。 

・入札についても、「この仕事は、市内業者で行う。」と地域の業者に仕事を発

注する市町村もある。 

回答 

・指定管理者の選定は、公募型プロポーザル方式を採用し、指定管理者選 

定委員会において、申請者からヒアリングやプレゼンテーションを行い 

ます。次の選定基準に基づき、各委員が審査した得点の合計により指定 

管理者候補者の順位を決定しています。 

① 事業計画書の内容が利用者の平等な利用を確保できるものであり、

及び サービスの向上が図られるものであること。 

② 事業計画書の内容が当該公の施設の適切な維持及び管理運営ができ

るものであり、並びに管理運営に係る経費の縮減が図られるものであ

ること 

③ 事業計画書に沿った管理運営を安定して行う物的能力及び人的能力

を有する団体等であること。 

④ 申請にあった公の施設の設置目的を達成するために十分な能力を有

する団体であること。 

・市内業者は基より広く公募することで、民間企業などの技術や知識を活

用し、市民サービスの向上と経費の節減につなげる事ができます。 

 


